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　中小企業の共同，協業化は，中小企業者が個々の力
では達成しがたい生産，販売，その他の経営活動を共
同事業によって実施することにより，「規模の経済」
のメリットを追求するところに本来のねらいがある。
　したがって，共同化の範囲や形態も，多岐に分かれ
るが，共同事業の主なものは，次のようなものがあ
る。①共同購入，②共同受注，③共同販売，④共同生
産，加工，⑤共同宣伝，広告，⑥共同厚生，福利施設
⑦共同求人開拓，⑧製品の規格化，⑨共同融資（資金
調達），⑩共同市場開発，⑪共同運送，⑫情報の収集，
提供，⑬共同保管，⑭団体協約の締結，⑮その他。
　共同，協業化を行なう場合の組織としては①事業協
同組合，②事業協同小組合，③企業組合．④協同組合
などがあり，このうち，協業組合のほかは，「中小企
業等協同組合法」，協業組合は「中小企業団体の組織
に関する法律」が根拠法である。
　協業化の推進母法として発足した協業組合は，1967
年9月に制度化されたもので，事業協同組合などの共
同事業より一歩すすんだ，「高度な協業化」を促進す
るために設けられた組合制度であるが，運営その他に
おいて一定の制限を加えている。組合の目的も「企業
規模の適正化」による生産性の向上においており，
「規模の利益」を追求することに向けられている。そ
のため，組合の事業は，事業協同組合などが組合員の
事業を補完するのにたいし，組合事業を「統合」する
こと，いいかえれば，組合員の事業の全部または一部
を「統合」してしまい，協同経営→企業合併を目標と
するものである。
　しかも，これに参加した組合員に，組合に「統合」
された事業を廃止するだけでなく，将来にわたって当
該事業を再開することができない，というきびしい
「競業禁止i義務」が課せられ，組合の事業と同じ事業
を組合員が別に単独で行なえないことになっている。
　さらに，重要な点は，①出資についても，1人当り
50％未満まで保持することも出来るし，出資口数によ
る議決権，選挙権も認められることになっている。②
事業協同組合と異なり，協業組合は，総組合員の4分
の1を限度として「大企業の加入」さえも認めることに
し，大企業または業界内の「中堅企業」を中核として
協業化→統合をおしすすめることを可能にしている。
こうした点は，従来の中小企業の協同組合原則に照ら
してみると，かなり異質な組合制度といわねばならな
い。
　協業化の推進に当って，とくに各組合員の「意識の
統一」が強調される理由は，次の点にかかわる。協業
組合として出発する場合，当然，出資口数の多い組合
員の発言権が強まり，他の組合員は中小企業者として
の「独立の地位」を喪失する危険性がある。このた
め，しばしばトラブルを引きおこす動因となり，組織
を崩壊にみちびく可能性がたえずつきまとうからであ
る。しかも，緻密は事業計画，資金計画，組合の運営
を着実に実行していくためには，経験豊富なリータH
の存在が不可欠となる。この強力なリーダーのもと
に，各組合員はみずから単純な業務に明け暮れしなけ
ればならない立場におかれたとき，協業化事業の円滑
な遂行が期待できるだろうか。したがって，そのため
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に，各構成メンバーの相互理解，相互協調の精神が強
調される。だが，これを口先きで説くのは容易だが，
組合員のエネルギーの結集を長期的，持続的に保持
し，エネルギーの分散を回避するための制度的，組織
的な保障が確立されなければならない。激しい同業者
間の競争や独占，大企業からの攻勢に対処していくた
めに，協業組合は，どれだけ有効な力を発揮すること
が出来るだろうか。この点について「上から」の協業
化ではなく．中小・零細業者の「下から」の自主的・
民主的な共同・協業化が着実に前進しつつあること
は，注目してよいだろう。中小・零細業者の利益を擁
護し，独占・大企業の圧迫にもくじけない組織，中小・
零細業者の営業と生活をまもる“たたかう砦”として
大きな役割を果たすことが期待されている。
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